
小論  

景気判断の謎 

 

黒字企業の「数や割合」で 

世の中の景気を計ることが出来るのか？ 

 

黒字企業の絶対数を知るのはなかなか困難である。敢えて言えばすべての企業のデータ

を見ることが出来るのは国税庁のみか？現在の黒字企業割合は 33％前後とも言う。 

黒字企業の割合（率）は中小企業庁、国税庁、様々な産業別団体、その他機関において

異なる。その率の推移によって、ある程度景気が良い方向に行っているのか、悪い方向に

行っているのか推測は出来る。 

もちろんその多くの率は限定的なものである。したがって黒字企業割合による景気判断

には限定的と言う但し書きが付く。 

ここまで述べたところではすべて限定的すぎて景気判断があやふやなのである。そこで

GDP などのマクロ的判断が登場し、その結果によるしかないと・・・・ 

しかし、そこで問題になるのがその判断が個々の企業や勤労世帯の実感とあまりにも一

致しない場合が多いのである。全体的すぎるからである。 

ある中小企業は「何を見て、現在景気が良いと言えるのか」とつぶやくのである。 

 

原因は何か？ 

一企業の「景気判断」に基準が無いからである。 

 

Up Down 方式経営分析は、一企業の景気に「成長（良化）停滞、衰退(悪化)」という明

確な判断を与えたのである。その意味は大きいと考える。 

 

世の中の全体景気評価と限定的景気評価に対し「我が社の景気」が加わったのである。 

世の中の景気と我が社の景気の「二項目比較検討」が初めて出来るようになったと考え

る。自社を客観的に見れることが出来たように思える。 

 

 


